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グループホーム　
管　理　者　様
松浦市健康ほけん課長　橋本　真一
福祉用具の費用負担について
　日頃より、介護保険行政にご協力をいただき厚くお礼申し上げます。
　さて、実地指導の折、お問い合わせをいただきました福祉用具の費用負担について、下記のとおり回答しますので、引き続き適正な管理運営に努められますようお願いします。
記
【問い合わせ事項】
地域密着型共同生活介護（グループホーム）において、福祉用具を必要とする方については、事業者が用意すべきか。
【回答】
認知症高齢者グループホームの入居者が、福祉用具を利用するに当たっては、介護支援専門員等を中心に行われる総合的なアセスメントの結果、利用者の処遇上、車いすや介護ベッド等の福祉用具が必要と判断した場合は、事業者の負担により介護サービスの一環として提供することになります。
なお、利用者や家族の希望で利用する場合は、個人の負担となりますが、利用者等と費用負担について協議し、その結果を文書で保存するようにしてください。
参　考：利用者の費用負担について
認知症高齢者グループホームは、次に掲げる費用の額の支払を利用者から受けることができます。
① 食材料費
② 理美容代
③ おむつ代
④ 認知症高齢者グループホームにおいて提供される便宜のうち、日常生活においても通常必要となるものに係る費用であって、その利用者に負担させることが適当と認められるもの（その他の日常生活費）　　　　　（裏面へ）
※その他の日常生活費の具体的な範囲については、次の通知のとおりです。
「その他の日常生活費」の受領に関する基準（平成１２年３月３０日 老企第５４号）
「その他の日常生活費」の趣旨にかんがみ、事業者又は施設が利用者等から「その他の日常生活費」の徴収を行うに当たっては、以下に掲げる基準が遵守されなければなりません。
① 「その他の日常生活費」の対象となる便宜と、保険給付の対象となっているサービスとの間に重複関係がないこと。
② 保険給付の対象となっているサービスと明確に区分されないあいまいな名目による費用の受領は認められないこと。したがって、お世話料、管理費協力費、共益費、施設利用補償金といったあいまいな名目の費用の徴収は認められず、費用の内訳が明らかにされる必要があること。
③ 「その他の日常生活費」の対象となる便宜は、利用者等又はその家族等の自由な選択に基づいて行われるものでなければならず、事業者又は施設は「その他の日常生活費」の受領について利用者等又はその家族等に事前に十分な説明を行い、その同意を得なければならないこと。
④ 「その他の日常生活費」の受領は、その対象となる便宜を行うための実費相当額の範囲内で行われるべきものであること。
⑤ 「その他の日常生活費」の対象となる便宜及びその額は、当該事業者又は施設の運営規程において定めなければならず、また、サービスの選択に資すると認められる重要事項として、施設の見やすい場所に掲示されなければならないこと。ただし、「その他の日常生活費」の額については、その都度変動する性質のものである場合には、「実費」 という形の定め方が許されるものであること。
認知症高齢者グループホームは、利用者から上記で述べた「その他の日常生活費」を徴収することができます。ただし、対象となる便宜と保険給付対象サービスが重複しないことが必要です。下記のものについては、介護報酬に含まれる等の理由により、利用者負担とすることは妥当ではありません。
（１）協力医療機関への通院介助料（人件費）、タクシー代等の交通費、駐車場代
（２）共用で使用する洗剤やトイレットペーパー
（３）介護のために必要なプラスチックグローブ
（４）居宅療養管理指導以外の他の介護保険サービス費用
（５）外泊・入院期間中の食材料費
（６）利用者の処遇上必要になった福祉用具の利用料金（個人の希望で利用する場合を除く）

